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１．はじめに                       

大規模土砂生産イベントにより既設砂防堰堤が満砂

した場合、必要な計画捕捉量を確保するために次期出水

期までに緊急除石を実施し、機能回復を図ることが必要

不可欠である。一方、多数の施設を有する流域では、各

整備箇所の多様な制約条件が存在するため、画一的な除

石方法を適用することは困難である。さらに、全砂防堰

堤が同時に満砂した場合、一非出水期内に全施設の緊急

除石を完了させることは、施工体制や工事車両の確保、

工程の観点から困難となることが想定される。そこで、

本報告では、モデル流域の砂防堰堤群に対して、個別の

除石方法の選定手順を整理するとともに、流域全体を俯

瞰的に捉えた「流域緊急除石計画」の策定結果を示す。 

２．モデル流域の概要               

今後他流域への水平

展開を見据えた先行事

例とするため、次の 2つ

の特性を有するモデル

流域において、除石計画

を検討することとした。

①透過・不透過等の多様

な堰堤形式が整備され

ていること。②急峻な山

地や市街地への近接等、

一般的なアクセス方法

である管理用道路の整備

が困難な施設が多数整備

されていること。 

モデル流域の流域図及

び地形・土地利用特性に

基づいたゾーニング結果

を図－1 に示す。また、流

域諸元を表－1 に示す。本

流域は、急峻な山間部と

平野部の距離が近い点が特徴である。 

３．緊急除石の目的及び対象範囲          

緊急除石とは、「砂防基本計画策定指針（土石流・流

木対策編）平成 28年 4月」に基づき、土石流発生後等

に臨時点検等を行い、堆砂によって計画捕捉量が確保

されない既設砂防堰堤に対して実施するものである。

砂防堰堤は、常時必要な空き容量を確保しておくこと

が計画に位置付けられている堰堤（管理型砂防堰堤）

と、常時の除石が不要な堰堤（非管理型砂防堰堤）に

区分されるが、緊急除石は、全砂防堰堤が実施対象と

なる。型式別の緊急除石対象範囲を表－2 に示す。 

表－2 緊急除石対象範囲 

 

４．各砂防堰堤除石方法の選定手順         

4.1 除石方法選定フローの作成            

 緊急除石は、次期出水期までに完了する必要がある

ことから、除石期間の上限を一非出水期（5~7 月の 210

日間）とした。この一非出水期内に、除石用設備設置・

除石工・掘削土砂搬出といった一連の工事を完了可能

な計画とすることを必要条件とした。除石用設備は、

重機搬入や掘削土砂搬出が比較的容易な道路敷設が望

ましい一方で、モデル流域では、急峻な山地や市街地

の近接により道路敷設が困難な箇所が多数存在する。

そのため、モノレール等の代替手段を含めた検討を行

う必要があった。従って、“場の条件”及び“除石期間”

の両観点から最適な除石方法を選定する「除石方法選

定フロー」を作成した（図－2）。本フローは、道路で

の除石を基本としつつ、新設道路の敷設困難な箇所で

は、モノレールや索道による除石方法が選定される体

系とした。また、単一の除石方法では除石期間が長期

化する等の課題が生じる場合には、複数の方法を組み

合わせた併用案を検討することで、実現可能性の高い

除石方法を選定することが可能となった。 

4.2 選定フローを用いた除石方法検討結果事例    

 モデル流域内の急峻な山間地であるゾーンⅤ（図－1

参照）に整備されている不透過型砂防堰堤である G 堰

図－1 モデル流域 

表－1 流域の諸元 

 

 

計画基準点 

不透過型砂防堰堤 

透過型砂防堰堤 

部分透過型砂防堰堤 

砂防堰堤凡例 

除石方法凡例 

新設道路 

     モノレール 

     索道 

索道 A 

L=295m 210 日 
・設置:40日 

・真④：121 日 

・真③：49 日(5.6千 m3) 

L=250m,209 日(2 本) 
・設置：37 日 

・真②：144 日 

・真③：28 日(1.4千 m3) 

 

真水谷堰堤:30.9千 m3 

L=70m 162 日 
・設置：30 日 

・真水：132 日 

山間部 

平野部 

（市街化区域） 

ゾーンⅡ 

西側支川 

ゾーンⅠ 

下流域 

市街化区域 

ゾーンⅢ 

本川上流域 
ゾーンⅤ 

本川左支渓 

(上流) 

ゾーンⅣ 

本川左支渓 

(下流) 

9.00 km
2

43 基

不透過型 31 基

透過型 7 基

部分透過型 5 基

項目

流域面積

諸元

・土石流

・土砂・洪水氾濫

1/8.3平均河床勾配

既設直轄砂防堰堤

・上記に伴う流木

計画対象現象
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堤に対して、除石方法選定フローを用いた検討結果事

例を図－2に示す。G 堰堤周辺へは、一般的な工事車両

が登坂可能な勾配での道路整備は困難である。そのた

め、不整地運搬車用の道路とモノレールによる除石方

法の比較を行い、周辺の土地改変等の影響やサイクル

タイムを踏まえ、モノレールを採用とした。 

同方法による、ゾーンⅤ内の砂防堰堤 9 基の除石方

法選定結果を図－3に示す。一般道に近い谷出口に整備

されている A 堰堤は新設道路での除石計画とした。F

堰堤は G 堰堤と同じくモノレールでの除石計画とした。

B~E,H,I 堰堤は、急峻な山間地であるとともに一般道

からの距離が大きく、サイクルタイムの観点からモノ

レールによる除石は困難であった。C,B,I堰堤はそれぞ

れ索道③,②,①での除石を最適とした。なお、索道は架

設本数が少なくなる効率的なルートを設定した。D,H

堰堤はそれぞれ C,B 堰堤の堆砂敷まで掘削土をモノレ

ールで運搬し、索道③,②で搬出する計画とした。H 堰

堤は除石量が 17.4 千 m3と大きいことから、掘削土を

索道②で搬出すると同時に、モノレールで G 堰堤の堆

砂敷まで運搬し索道①で場外へ搬出する計画とした。 
 

 

堰堤（堆砂敷）まで既設道

路が整備されているか？ 

No 

Yes ①:既設道路 

国立公園特別保護地区に位

置しているか？ 
No 

Yes 

③:新設道路 林道 2 級相当の道路整備は可能か？ 

・縦断勾配遵守、長大法面発生しないか？ 

Yes 

No 

■除石方針 

どちらも課題あり 

新設道路(不整地車両)とモノレールの比

較検討 
・平面、縦断の概略計画 
・サイクルタイムを満足するか？ 

 

道路優位 

不整地車両相当の道路整備は可能か？ 

・縦断勾配遵守、長大法面は発生しないか？ 
・サイクルタイムを満足するか？ 

Yes 

課題あり 

モノレール優位 

索道優位 

④:モノレール 

⑥:索道 
①道路＋モノレールの複合案検討 

②索道案検討 

 

⑤:道路＋モノレール 

除
石
の
容
易
性 

容易 

困難 

どちらも課題あり 

複合案優位 

堰堤（前庭部）まで既設道

路が整備されているか？ 
Yes ②:既設道路＋クレーン 

25t クレーンでの除石は可能か？ 
・クレーンの施工ヤードが確保可能か？ 
・構造物とブームは干渉しないか？ 

Yes 

No 

ﾓﾉﾚｰﾙでの除石は可能か？ 
Yes 

No 

No 

索道での除石は可能か？ 

No 

Yes 

⑧:アクセス困難 

⑦:個別検討 

課題あり 

 
図－2 除石方法検討フロー及びＧ堰堤の検討結果 

５．流域緊急除石計画の策定           

 前項において、個別の堰堤に対して一非出水期内で

の除石が可能となる計画の立案方法を確立した。本項

では、流域内の全砂防堰堤が満砂した状態を前提条件

として、流域全体を俯瞰的に見た効率的な緊急除石計

画を「流域緊急除石計画」と定義し、その検討結果を

示す。具体的には、次の①～③の特徴を有する堰堤を

“課題のある堰堤”として、該当施設の緊急除石を省

略し、効率的な除石が可能な他堰堤の平常時堆砂部（貯

砂部）において所定量を除石することで、集約する計

画とした。ただし、透過型砂防堰堤や直下に保全対象

のある堰堤等は省略化の対象外とした。 

①アクセスに課題がある。②除石用の資機材規模が

大きい（三種類以上の除石方法を組み合せる、索道が

複数系統必要等）。③緊急除石量が小さく除石用設備の

規模に対して流域規模での除石効果が限定的。 

ゾーンⅤにおける流域緊急除石の検討結果を図－3

に示す。E,H 堰堤はそれぞれ課題③,②に該当し、計画

捕捉量は合計 17.5千m3である。A堰堤は貯砂量 40 千

m3を有するとともに道路による効率的な除石が可能で

あることから、A 堰堤において集約する計画とした。

さらに、B,D 堰堤の計画堆砂量 9 千 m3の集約も行う。

ゾーンⅤの流域緊急除石を実施する際には、除石効率

に優れる A 堰堤を最優先とし、緊急除石量・除石方法

の難易より I,G,F,C堰堤の順に優先度を設定した。 

なお、緊急除石の省略とは、一非出水期内での作業

を省略するものとし、時間や資材等が確保でき次第、

除石に着手し計画捕捉量を確保する必要がある。 
 

 

Ｈ堰堤 

緊急除石量：17.4 千 m3 

Ｉ堰堤 

緊急除石量：14.5 千 m3 

不透過型砂防堰堤 

透過型砂防堰堤 

部分透過型砂防堰堤 

砂防堰堤凡例 

除石方法凡例 

新設道路 

     モノレール 

     索道 

索道① 

索道② 

索道③ 

L=360m，51 日 
・設置:40 日 

・運搬Ｃ：68 日 

・運搬Ｄ：43 日 

L=95m，111 日 
・設置：14 日 

・運搬：97 日 L=215m，140 日 
・設置：32 日 

・運搬：108 日 

 

L=145m，29 日 
・設置：22 日 

・運搬：7 日 

L=520m，210 日 
・設置:40 日 

・運搬Ｂ：48 日 

・運搬Ｅ：2 日 

・運搬Ｈ：120 日(10.3千 m3) 

L=295m，210 日 
・設置:40 日 

・運搬Ｉ：121 日 

・運搬Ｈ：49 日(5.6千 m3) 

L=70m，158 日 
・設置：11 日 

・運搬：147 日 

L=70m，162 日 
・設置：30 日 

・運搬：132 日 

モノレール①(2 本) 

モノレール④(1 本) 

モノレール⑤(1 本) 

モノレール②(1 本) 

新設道路 

一般道脇の作業 

ヤードに搬出 

モノレール③(2 本) 

一般道脇の作業 

ヤードに搬出 

Ａ堰堤 

緊急除石量：30.9 千 m3 

Ｂ堰堤 

緊急除石量：5.0 千 m3 

Ｃ堰堤 

緊急除石量：6.5 千 m3 

Ｄ堰堤 

緊急除石量：4.1 千 m3 

Ｅ堰堤 

緊急除石量：0.2 千 m3 

Ｆ堰堤 

緊急除石量：5.8 千 m3 

Ｇ堰堤 

緊急除石量：7.2 千 m3 

堆砂敷 
一般道脇の作業 

ヤードに搬出 

一般道 

に搬出 

L=250m，209 日 
・設置：37 日 

・運搬Ｇ：144 日 

・運搬Ｈ：28 日(1.4千 m3) 

 

 
 

堰堤名 
堰堤 

型式 

緊急 

除石量 
貯砂量 除石方法 課題 対策：集約 

Ｈ堰堤 不透過 17,351m3 14,300 m3 

索道① (L=295m) 

索道② (L=520m) 

モノレール② (L=70m 1本) 

モノレール① (L=250m 2本) 

索道複数 

複数手法 

 

(緊)17,351 m3 

 

Ｇ堰堤 不透過 7,198 m3 8,700 m3 モノレール① (L=250m,2本)  
 

Ｆ堰堤 不透過 5,786 m3 15,000 m3 モノレール③ (L=215m,2本)  
 

Ｅ堰堤 不透過 174 m3 3,030 m3 
索道② (L=520m) 

モノレール④ (L=145m,1本) 
除石量少 

(緊)174 m3 

 

Ｄ堰堤 不透過 4,069 m3 13,700 m3 
索道③ (L=360m) 

モノレール⑤ (L=95m,1本) 
 

(緊)4,069 m3 

 

Ｃ堰堤 不透過 6,447 m3 14,900 m3 索道③ (L=360m)  
 

Ｂ堰堤 不透過 4,952 m3 21,000 m3 索道② (L=520m)  
(緊)4,952 m3 

 

Ｉ堰堤 不透過 14,471 m3 43,680 m3 索道① (L=295m)  
 

Ａ堰堤 不透過 30,931 m3 40,000 m3 
新設道路 

(L=70m,不整地2台) 
 

計 26,546m3 

計 57,477 m3 

 
 

図－3 ゾーンⅤにおける流域緊急除石方法選定結果 

６．おわりに                   

大規模土砂生産イベントの発生頻度が増加している

昨今において、砂防堰堤の機能を確保するための除石

計画の策定は急務である。本検討が、除石用設備を設

置するための制約条件が厳しく、かつ多数の砂防堰堤

を有する流域において、実効性の高い除石計画を立案

する上での一助となることを期待する。 

流域緊急除石計画では省略 

：緊急除石を省略する堰堤 
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